
本県経済・産業の現状 

人 口 

①全国の人口 

○ 平成 23年は１億 2,780 万人だが、今後、人口は減少し続け、平成 47年には１億 1,068

万人になるものと予測されている。 
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「国勢調査（総務省）」「人口統計資料集 2012 年版（国立社会保障・人口問題研究所）」 
 

②全国の年齢区分別人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口） 

○  生産年齢人口は、平成７年以降減少している。老年人口の割合は年々高くなり、平成

47 年には 33.7％になると見込まれている。 
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「国勢調査（総務省）」「人口統計資料集 2012 年版（国立社会保障・人口問題研究所）」 
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全国の人口の推移（昭和 55 年～平成 47 年） 

1 億 1068 万人(H47) 

全国の年齢３区分別人口割合の推移（昭和 55 年～平成 47 年） 
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③本県の人口 

○ 平成 11 年の 103.0 万人をピークに減少に転じており、平成 22 年には昭和 55 年以

来 30 年ぶりに 100 万人を下回った。 

○ 減少傾向は続き、平成 47 年には 80.2 万人になるものと予測されている。 
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「香川県人口移動調査（統計調査課）」「日本の都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）」 

 

④本県の年齢区分別人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口） 

○  年齢３区分別の人口をみると、生産年齢人口は、全国よりも早く平成元年にピーク

を迎えた後、減少に転じている。また、平成５年には年少人口と老年人口が逆転して

おり、老年人口の割合は、平成 47 年には 35.9％になると見込まれている。 
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「香川県人口移動調査（統計調査課）」「日本の都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）」 

香川県の人口の推移（昭和 55 年～平成 47 年） 

99.2 万人(H23) 

103.0 万人(H11) 
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香川県の年齢３区分別人口割合の推移（昭和 55 年～平成 47 年） 
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【参考】 

○人口の超長期推移 

 

（出所）社会実情データ図録 

 

 

 

（注）上記の表中、2030 年～2100 年の推計は、国立社会保障・人口問題研究所（以下研

究所）による推計であり、右ページの「世界と主要国の将来人口推計」は、国連が

2011 年に発表した「長期人口予測」である。 

   2100 年の日本の推計人口は、研究所が 4,959 万人、国連が 9,133 万人と推計して

いる。この推計値の違いは、①研究所は総務省のデータを引用しているが、国連は

それに独自に手を加えたデータを使用、②研究所よりも国連の方が出生数・出生率

は高く、死亡率は低く数値を設定、③国連は 2100 年までを推計期間として推計して

いるのに対し、研究所は 2060 年までを推計し、2061 年以降は出生率、死亡率など

が同じ水準で推移したと仮定した参考推計値であるためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 



○世界と主要国の将来人口推計 

 

（出所）社会実情データ図録 

 

2100 年（世界：101.2 億人） 



経済情勢 

①県内総生産と経済成長率 

○  平成 21 年度の県内総生産額は３兆 5,876 億円で、全国では３７位、四国では愛媛県

に次いで２位である。 

○ 名目経済成長率は、平成 19 年度からは３年連続してマイナスとなっている。 

○ この 10 年間の経済成長率（年平均）は－0.46％であり、四国（－0.88％）や 

全国（－0.63％）よりも高くなっている。 

 
県内総生産と経済成長率の推移（名目） 
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②１人当たり県民所得 

○  １人当たりの県民所得は２５５万１千円で、全国では２３位である。平成 17 年度以

降、国との差は縮まってきている。       

   

図１１　１人当たり所得の比較
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                      「香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」 

 

 
１人当たり所得 国との比較 

「国民経済計算（内閣府）」 

億円 ％ 

年度    0 

■ 県  ▲ 四国  ● 国   



③家計収入 
○  １世帯当たり年間収入総額は６,３８５千円で、全国順位は２４位である。 

 

１世帯当たり年間収入総額について 

（平成 21 年度）       
順位 都道府県 金額（千円） 

１ 東 京 都 ７，４８１ 

２ 福 井 県 ７，３４６ 

３ 富 山 県 ７，２５２ 

４ 愛 知 県 ７，１５２ 

５ 神奈川県 ７，０９４ 

２４ 香 川 県 ６，３８５ 

２８ 徳 島 県 ６，１６６ 

３６ 愛 媛 県 ５，７７０ 

４５ 高 知 県 ５，４４４ 

 四国平均 ５，９４１ 

 全国平均 ６，４８２ 

「全国消費実態調査報告（総務省）」 
 
 
④預貯金残高 
○  １世帯当たり預貯金残高は１５,９４０千円で、全国順位は２位である。 

 

１世帯当たり預貯金残高について 

（調査時点：平成 23 年 3月 31 日）       
順位 都道府県 金額（千円） 

１ 東 京 都 １５，９９４ 

２ 香 川 県 １５，９４０ 

３ 徳 島 県 １５，８３０ 

４ 富 山 県 １５，４２０ 

５ 福 井 県 １４，９８３ 

１８ 愛 媛 県 １２，１１０ 

３５ 高 知 県 １０，１８３ 

 四国平均 １３，５１６ 

 全国平均 １１，８７５ 

「財務状況（日本銀行、ゆうちょ銀行）」 
「農林金融（農林中金総合研究所）」 
「住民基本台帳人口要覧（総務省）」 

 
 
 
 
 



⑤消費支出 
○  １世帯当たり１か月間の消費支出総額は、３０万５千４百円で、全国順位は２１位

である。 

 

１世帯当たり１か月間の消費支出について（平成 21 年）       
順位 都道府県 金額（円） 

１ 富 山 県 ３４４，２１２ 

２ 神奈川県 ３２９，００４ 

３ 奈 良 県 ３２７，５５０ 

４ 東 京 都 ３２３，４０７ 

５ 滋 賀 県 ３２３，３４４ 

２１ 香 川 県 ３０５，４４４ 

３０ 徳 島 県 ２８８，２６７ 

３８ 愛 媛 県 ２７２，６５７ 

４０ 高 知 県 ２６８，４６６ 

 四国平均 ２８３，７０９  

 全国平均 ３００，９３６ 

「全国消費実態調査報告（総務省）」 
 
 
⑥１人当たり個人住民税 
○  １人当たりの住民税は９５．１千円で、全国順位は１８位である。 

 

人口１人当たりの個人住民税について 

（平成 21 年度：県・市町村合計）       
順位 都道府県 金額（千円） 

１ 東 京 都 １９５．５ 

２ 神奈川県 １３９．５ 

３ 愛 知 県 １２６．３ 

４ 千 葉 県 １１９．２ 

５ 埼 玉 県 １１３．８ 

１８ 香 川 県   ９５．１ 

３０ 愛 媛 県  ８０．０ 

３２ 徳 島 県   ７９．５ 

４０ 高 知 県  ７１．３ 

 四国平均  ８２．０ 

 全国平均 １０９．６ 

「国勢調査（総務省）」 
「平成 21 年度 市町村税徴収実績調（総務省）」 
「平成 21 年度 道府県税徴収実績調（総務省）」 

 
 
 



⑦法人事業税 
○ 法人事業税による収入額は、２１２億６千４百万円で、全国順位は２７位である。 

 

平成２１年度事業税（法人分）について       
順位 都道府県 金額（千円） 

１ 東 京 都 ６８２，２０６，３３９ 

２ 大 阪 府 ２３０，４５８，６３４ 

３ 愛 知 県 １６８，４６９，３７０ 

４ 神奈川県 １６３，６５７，８２８ 

５ 兵 庫 県  ９８，１１５，８０５ 

２４ 愛 媛 県  ２５，６８１，９４９ 

２７ 香 川 県  ２１，２６４，６０９ 

４０ 徳 島 県  １３，６０５，８０５ 

４６ 高 知 県   ８，６８７，４０７ 

 四国平均  １７，３０９，９４３ 

 全国平均  ５７，４６９，２７６ 

「地方税に関する統計表・計数資料（総務省）」 
 
 
⑧地価 
○ 都道府県庁所在地の平成２４年公示平均価格（住宅地）は、高松市が６０，４００ 

円／㎡で、全国順位は２７位である。 

 

平成２４年公示平均価格（住宅地）について       
順位 都道府県 価格（円／㎡） 

１ 東京都２３区 ４８４，０００ 

２ 大 阪 市 ２３１，１００ 

３ 横 浜 市 ２０４，８００ 

４ 京 都 市 １９５，５００ 

５ さいたま市 １７７，１００ 

１３ 松 山 市  ９８，５００ 

１５ 高 知 市  ９１，０００ 

１７ 徳 島 市  ８５，７００ 

２７ 高 松 市  ６０，４００ 

 四国平均  ８３，９００ 

 全国平均  ９１，６００ 

「都道府県庁所在地の住宅地平均価格（国土交通省）」 
 
 
 
 
 
 



⑨事業所数及び従業員数 
○  本県の事業所数及び従業者数は共に減少傾向にある。 
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 従業者数と増加率の推移   
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 「平成 18 年事業所・企業統計調査結果の概要（香川県統計調査課）」 

 

※「平成 21 年経済センサス－基礎調査」では、商業・法人登記等の行政資料を活用 

して、事業所・企業の補足範囲を拡大しているため、「事業所・企業統計調査」によ

る結果と単純に比較することはできないことから、参考値とした。 
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雇用情勢 

①完全失業率 

○ 平成 20 年後半のリーマンショック以降は悪化したが、平成 23 年では 3.7％と全国や

四国よりも低く、持ち直してきている。 

 

完全失業率 
 

  

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

 
「労働力調査（総務省）」 

 

②有効求人倍率 

○  本県の有効求人倍率は、リーマン・ショック後の平成 21 年に大きく落ち込んだが、

その後厳しさは残るものの、持ち直してきている。 

 
有効求人倍率 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
                       「一般職業紹介状況（厚生労働省）」 
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産業構造 

①産業別県内総生産 

○  第１次産業が 1.6％、第２次産業が 25.5％、第３次産業が 76.6％を占めている。 

     

図３　産業別県内総生産(名目)の推移
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                      「香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」 
      ※総生産には帰属利子等（控除項目）が含まれているため、各産業のシェアの 

合計は 100 とはならない。 
 
②産業（大分類）別県内総生産及び就業者数並びに各構成比 
○ 産業（大分類）別の県内総生産は、サービス業が約 7,937 億円で最も多く、次いで

製造業が約 7,756 億円、不動産業が約 5,029 億円となっている。 
 

産業（大分類）別県内総生産
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「平成 21 年度香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」 

 

産業（大分類）別県内総生産（名目） 



 
○ 産業（大分類）別の就業者数は、サービス業が約 14 万３千人で最も多く、次いで

製造業が約８万６千人、卸売・小売業が約８万２千人となっている。 
 

産業（大分類）別就業者数
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「平成 21 年度香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」 

 
 

○ 産業（大分類）別の県内総生産及び就業者数の構成比では、製造業（県内総生産で

21.6％、就業者数で 19.6％）とサービス業（県内総生産で 22.1％、就業者数で 32.6％）

が大きなウエイトを占めている。 
 

産業（大分類）別県内総生産・就業者数構成比
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「平成 21 年度香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」 

 
 
 



③就業者１人当たりの業種別総生産 

○  生産性の高さを示す就業者１人当たりの総生産は、就業者数３万人以上の業種で見

ると、製造業、運輸・通信業が高く、建設業、農林水産業が低い。 

就業者１人当たりの業種別総生産 

県 国 四国 

順

位 

業 種 

就業者１人

当たりの総

生産 

（千円／人） 

総生産 

（百万円） 

就業者数 

（人） 

就業者１人当たりの 

総生産 （千円／人） 

1 不動産業 98,799 502,986 5,091 62,367 97,182 

2 

電気・ガス・水

道業 

15,208 74,612 4,906 25,624 27,527 

3 金融・保険業 14,415 193,106 13,396 14,708 14,187 

4 鉱業 9,017 3,183 353 7,150 7,276 

5 製造業 8,940 775,689 86,764 8,207 8,873 

6 運輸・通信業 8,255 247,940 30,036 8,741 8,581 

7 卸売・小売業 5,678 467,814 82,388 5,545 4,422 

8 サービス業 5,515 793,762 143,938 4,906 5,351 

9 建設業 3,404 137,696 40,447 5,730 3,614 

10 農林水産業 1,618 55,792 34,485 2,115 1,546 

         「国民経済計算（内閣府）」「香川県県民経済計算（香川県統計調査課）」他 
④影響力係数 
○  産業全体に与える生産波及効果の度合いを示す影響力係数においても、製造業は、

平均（＝１）を超え、上位に位置している。 

業種別の影響力係数 

影響力係数 

順位 業 種 

県 国 徳島 愛媛 高知 

1 鉱業 1.160980 1.094230 1.071745 1.080712 1.137845 

2 電気・ガス・水道業 1.086249 0.931893 0.967197 0.988843 0.967798 

3 運輸業 1.058029 1.047403 1.011858 1.015896 － 

4 製造業 1.029154 1.201467 0.957903 0.955663 1.026209 

5 情報通信業 0.982894 0.934713 0.961885 0.959233 － 

6 金融・保険業 0.966191 0.883739 0.974137 0.884891 0.981308 

7 建設業 0.957420 1.070494 0.939224 0.963883 1.003792 

8 サービス業 0.903255 0.914084 0.910716 0.924953 － 

9 商業 0.896938 0.843238 0.942436 0.954207 1.037382 

10 農林水産業 0.890469 1.005398 0.945162 0.986217 － 

＜備考＞ 

高知県では、 

農業 0.951447、 

林業 1.054586、 

運輸・通信・放送

1.044293、 

公共サービス

0.901350、 

その他のサービス

0.924941、 

等により算出して 

いる。 

    「平成 17 年産業連関表（総務省）」「平成 17 年香川県産業連関表（香川県統計調査課）」他 
 ※影響力係数 
   ある産業部門に対する最終需要があったときに、産業全体に与える生産波及の影

響が強いかという相対的な影響力を表す指標。 
                 

     逆行列係数表の各列和 
                逆行列係数表の列和全体の平均値 業種別影響力係数 ＝ 



⑤県際収支の状況 
○  本県の移輸出（県外からの収入）額の産業別構成比を見ると、製造業が全体の 

79.0％を占めており、製造業を中心に県外から外貨を獲得し、経済規模を拡大させて

いる。 

 
平成 17 年 移輸出（県外からの収入）額の産業別構成比（単位：億円） 

     

第１次産業,

713

第２次産業,

18,256

第３次産業,

3,756

 
 

区分 順位 業種 移輸出金額（百万円） 構成比（％） 

 【製造業全体】 【１，７９４，９３３】  【７９．０】 

１ 石油・石炭製品 ３４２，３６６ １５．１ 

２ 飲食料品 ２１９，７８７ ９．７ 

３ 非鉄金属 ２０７，６０２ ９．１ 

４ 輸送機械 １６６，５３７ ７．３ 

５ パルプ・紙・木製品 １６２，６５９ ７．２ 

６ 金属製品 １２９，５５０ ５．７ 

７ その他製造工業製品 １２６，４４４ ５．６ 

８ 一般機械 １１９，０２４ ５．２ 

９ 電機機械 ８６，５７９ ３．８ 

製造業 

10 化学製品 ８５，０９８ ３．７ 

１  商  業 ２３０，１３３ １０．１ 

２ 農林水産業 ７１，２９５ ３．２ 

製造業

以外の

上位 ３  不動産業 ３１，１７４ １．４ 

「平成 17 年香川県産業連関表（香川県統計調査課）」 

 

８０．３％ 

１６．５％ 

３．２％ 



製造業の特徴 

①業種別製造品出荷額構成比 

○  本県の製造業の特徴として、基礎素材型が高く、加工組立型のシェアが低い。 

            

平成 22 年業種別製造品出荷額構成比 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
「香川県の工業（香川県統計調査

課）」 
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「工業統計（2010 年）（経済産業省）」 
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パルプ・紙 

紙加工品 4.1％ 



○ 製造品出荷額は、2009 年（平成 21 年）にリーマンショックに伴う景気悪化等によ

り落ち込んだが、2010 年に持ち直しの動きをみせている。 

○ 全国における本県の製造品出荷額の割合は若干ながら上昇傾向にある（2001 年

0.7％→2010 年 0.9％）。 

 
 
          製造品出荷額の推移（香川県） 
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「工業統計（2010 年）（経済産業省）」 

 
 
 
②産業中分類別製造品出荷額・事業所数・従業員数（上位５位） 
○ 県内製造業の製造品出荷額、事業所数、従業員数の上位業種を見ると、金属や輸送

用機械、電気機械等のものづくり基盤技術産業や食料品産業の占める割合が高くなっ

ている。これらの産業では関連・協力企業も多く、多数集積・連携をしている。 
 

平成 22 年県内製造業の産業中分類別製造品出荷額・事業所数・従業員数（上位５位） 

順位 製造品出荷額  2 兆 6,144 億円 事業所数  2,228 所 従業員数 67,865 人 

１ 石炭･石油 5,255 億円(20.1%) 食料品  522 所(23.4%) 食料品 14,962 人(22.0%) 

２ 非鉄金属  3,516 億円(13.4%) 金 属   276 所(12.4%) 金 属 6,057 人(8.9%) 

３ 輸送用機械 3,009 億円(11.5%) 繊 維 177 所 (7.9%) 電気機械 5,183 人(7.6%) 

４ 食料品 2,814 億円(10.8%) 窯業・土石  165 所 (7.4%) 輸送用機械 4,296 人(6.3%) 

５ 化 学  1,432 億円 (5.5%) 印 刷 137 所 (6.1%) 印 刷 3,872 人(5.7%) 

「平成 22 年香川県工業統計（香川県統計調査課）」 
 
 
 



③本県製造業の特徴－生産性の高さとバランスのとれた産業構造－ 
 （出典：日本銀行高松支店「危機に強い香川県－県内製造業の再評価－」（平成 24 年１月）） 

 
○ 本県の製造業は、全国で 14番目に生産性が高い。 
 

【都道府県別生産性の高さ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 付加価値額に占める中小企業の比率は、本県では約 64％であり、全国平均（約 57％）

を上回っている。 
 

【都道府県別付加価値額に占める中小企業比率】 
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（注）1．付加価値額（29 人以下の事業所は粗付加価値額）を従業者数で除した値。 

   2．全国平均を上回る都道府県のみ記載。 

（出所）経済産業省 工業統計調査（2009 年） 
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なお、ここでの中小企業とは従業者数が 300 人未満の事業所を意味する。 

   2．上記図表に記載されている府県のみ記載。 

（出所）経済産業省 工業統計調査（2009 年） 
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○ 本県の製造業は、数多くの中小企業に支えられた生産性の高さが特徴である。 
 

【都道府県別生産性の高さと付加価値額に占める中小企業比率】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 生活関連型産業、加工組立型産業、基礎素材型産業別にみた就業者数の比率では、

本県は３つの産業それぞれの比率が約３割前後となっており、加工組立型産業が４割

を超える全国平均と比較して、バランスのとれた産業構造となっている。 
 

【都道府県別産業別にみた就業者数の比率】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）生産性の高さ、および付加価値額に占める中小企業比率について、全国平均を 1 として指数化し、 

47 都道府県をプロットした散布図。 

（出所）経済産業省 
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○ 各県の鉱工業生産指数の推移をみると、加工組立型産業の比率が高いグループ２で

は、大きなショックが発生した際に、企業の生産活動が著しく低下する傾向にある。

一方で、バランスのとれた産業構造となっているグループ１や、加工組立型産業以外

の比率が高いグループ３では、ショックに対する生産活動の耐性が相応に高い。 
 

  【各県の鉱工業生産指数】 
  （グループ１）          （グループ２）         （グループ３） 

（出所）経済産業省及び各県 

 
○ 以上より、本県の製造業は、全体として生産性が高く、その主要な担い手は大企業

ではなく中小企業で、特定の業種に偏らないバランスのとれた産業構造であり、それ

らを背景として、ショックに対して頑健な構造である。 
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④ニッチトップ企業 
（出典：株式会社日本政策投資銀行四国支店「進化する四国ニッチトップ企業」（平成 23 年 10 月）） 

 
○ シェア世界一・日本一企業が 38 社と四国内で最も多い理由として、かつての「塩づ

くり」に源流や関わりを持つ化学メーカーの立地、地域の歴史に深く関わる手袋産業

の集積、瀬戸内海に面する穏やかな自然環境を活かした造船関連企業の立地、などが

挙げられ、多くがニッチな分野で活躍するニッチトップ企業である。 
 

四国の「シェア世界一・日本一企業」      企業数（単位：社） 
    

 

企業数   うち資本金 

 10 億円以上 生活関連型 基礎素材型 加工組立型 

香川県 38 （ ５ ） 13 17 ８ 

徳島県 19 （ ３ ） ５ ４ 10 

愛媛県 25 （ １ ） ７ ９ ９ 

高知県 20 （ ２ ） ６ ７ ７ 

計 102 （ 11 ） 31 37 34 

 
＜香川県の主なニッチトップ企業＞ 

会社名 トップ分野 
生活関連型  
㈱レガン バッティング用手袋 
徳武産業㈱ 高齢者用ケアシューズ 

基礎素材型  
大倉工業㈱ 位相差フィルム 
協和化学工業㈱ 樹脂難燃剤など無機化学製品群 
四国化工㈱ 共押出多層フィルム 
四国化成工業㈱ タイヤ向け加硫剤など有機化成品等 
帝國製薬㈱ 医療用パップ剤 
日プラ㈱ 大型水槽向けアクリルパネル 
㈱伏見製薬所 安息香酸、安息香酸ナトリウム、消化管Ｘ線造影用硫酸バリウム 

加工組立型  
泉鋼業㈱ 舶用液化ガスタンクプラント 
㈱タダノ ラフテレーンクレーン 
㈱ヒューテック シート面検査装置、印刷検査装置 
㈱マキタ １～３万トン級の舶用エンジン 
吉野川電線㈱ ロボットの高可動部用ケーブル 

 

 

 
 
 
 
 



海外展開の状況 

○ 県内港からの輸出入総額は、リーマンショック直後は大きく減少したが、その後は

増加傾向にある。 
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                         「貿易統計（神戸税関）」 

 ※輸出入の金額は、坂出、高松、丸亀、詫間の各税関署所で通関された通関合

計額である。                  
 
○ ジェトロ香川のアンケート調査によると、貿易（輸出若しくは輸入又はその両方）

を行っている企業は 227 社ある。また、海外進出している企業は 69 社、海外企業と

の提携を行っている企業は 52 社ある。 
 

業種別海外展開企業数 

       

業業業業 　 　　 　　 　　 　 種種種種 貿 易貿 易貿 易貿 易 海 外 進 出海 外 進 出海 外 進 出海 外 進 出 提 携提 携提 携提 携

0 1 .　 食 品 ・農 林 水 産 業 4 7 8 6

0 2 .　 鉱 業 ・窯 業 ・石 材 8 1 1

0 3 .　 建 設 ・工 事 ・土 木 3 2 2

0 4 .　 繊 維 ・皮 革 ・衣 料 ・手 袋 4 0 2 0 1 4

0 5 .　 木 材 ・木 製 品 製 造 業 5 3 2

0 6 .　 家 具 ・イ ン テ リ ア ・雑 貨 8 1 1

0 7 .　 化 学 ・バ イ オ ・医 薬 品 9 3 3

0 8 .　 鉄 鋼 ・金 属 5 3 0

0 9 .　 機 械 8 3 1

1 0 .　 電 気 ･電 子 ・精 密 機 械 1 0 4 4

1 1 .　 輸 送 機 械 3 0 1

1 2 .　 そ の 他 製 造 業 3 0 6 6

1 3 .　 通 信 ・ ITサ ー ビ ス 1 0 0

1 4 .　 卸 ･小 売 業 3 3 6 3

1 5 .　 貿 易 業 1 1 2 4

1 6 .　 金 融 ・保 険 ・不 動 産 0 1 1

1 7 .　 そ の 他 サ ー ビ ス 6 6 3

1 8 .　 分 類 不 能 0 0 0

合合合合 　 　　 　　 　　 　 計計計計 2 2 72 2 72 2 72 2 7 6 96 96 96 9 5 25 25 25 2

※ 企 業 数 重 複 な し

※ 業 種 複 数 回 答 企 業 に つ い て は 、 主 要 業 種 の み で カ ウ ン ト

（単 位 :社 ）

 
（出典：「香川県貿易投資関係企業名簿 2010-2011」（ジェトロ香川）） 

県内港からの通関合計額の推移（香川県） 



○ 貿易の相手国については、輸出・輸入とも中国が圧倒的に多く、貿易件数全体の 23％

（146件）を占めている。また、中国、韓国、台湾、香港の４ヶ国・地域で全体の 45％

（277件）にも達する。その他は、インドネシア、タイなどの東南アジア諸国や米国、

欧州が多い。 
国別貿易取引件数 

       

順 位順 位順 位順 位 国 名国 名国 名国 名 貿 易貿 易貿 易貿 易 輸 出輸 出輸 出輸 出 輸 入輸 入輸 入輸 入

1 中 国 1 4 6 7 7 1 1 7

2 韓 国 6 3 3 5 3 7

3 米 国 4 9 3 5 1 8

4 台 湾 4 0 2 7 1 9

5 香 港 2 8 1 8 1 1

6 イ ン ド ネ シ ア 2 5 1 2 1 5

7 タ イ 2 2 1 5 9

8 ド イ ツ 1 7 1 0 8

8 フ ラ ン ス 1 7 1 3 4

1 0 ベ ト ナ ム 1 4 7 1 1

1 0 イ タ リ ア 1 4 5 1 0

1 0 オ ー ス ト ラ リ ア 1 4 6 8

1 0 シ ン ガ ポ ー ル 1 4 1 1 3

1 4 英 国 1 3 8 6

1 4 マ レ ー シ ア 1 3 7 6

1 6 フ ィ リ ピ ン 8 5 4

1 7 カ ナ ダ 7 4 3

1 8 イ ン ド 6 1 5

1 9 ス ウ ェ ー デ ン 4 0 4

2 0 そ の 他 9 7 6 5 3 5

6 1 16 1 16 1 16 1 1 3 6 13 6 13 6 13 6 1 3 3 33 3 33 3 33 3 3

※ １ 企 業 が 複 数 国 と 取 引 し て い る 場 合 、 そ れ ぞ れ を １ 件 ず つ と し て カ ウ ン ト

※ 国 名 複 数 回 答 の た め 、 企 業 数 重 複 あ り

※ 貿 易 ：輸 出 入 相 手 国 が 同 一 の 場 合 は １ 件 と し て カ ウ ン ト

（ 単 位 :件 ）

合 計合 計合 計合 計

 
（出典：「香川県貿易投資関係企業名簿 2010-2011」（ジェトロ香川）） 

 
○ 海外進出や提携企業の状況については、貿易と同様に中国の占める割合が圧倒的に

高く、進出拠点件数全体のうち 61％、提携件数全体でも 56％に上る。また、進出拠

点数 123件中 90件（73％）、提携件数 94件中 70件（74％）が、それぞれ中国、韓国、

台湾、香港の４ヶ国・地域であり、貿易と比較しても同地域への依存度の高さがうか

がえる。 
国別海外進出拠点数／海外提携件数 

       

（単 位 ：件 ） （単 位 ：件 ）

進 出 国進 出 国進 出 国進 出 国 ・・・・地 域 名地 域 名地 域 名地 域 名 進 出 拠 点 数進 出 拠 点 数進 出 拠 点 数進 出 拠 点 数 提 携 国提 携 国提 携 国提 携 国 ・・・・地 域 名地 域 名地 域 名地 域 名 提 携 件 数提 携 件 数提 携 件 数提 携 件 数

中 国 76 中 国 53

米 国 7 台 湾 8

韓 国 5 韓 国 6

台 湾 5 インドネシア 5

タイ 5 香 港 3

香 港 4 ベ トナム 4

ベ トナム 3 タイ 2

ドイツ 3 フランス 2

シ ンガ ポー ル 2 フィリピン 1

オー ストラリア 2 イン ド 1

イタリア 2 米 国 1

オランダ 2 英 国 1

ス リランカ 2 デ ンマー ク 1

UAE 2 メキ シ コ 1

イン ドネシ ア 1 スペイン 1

フ ィリピン 1 オ ランダ 1

ポ ー ランド 1 南 アフリカ 1

合 計合 計合 計合 計 123123123123 スイス 1

デ ンマー ク 1

合 計合 計合 計合 計 94949494

※ 国 名 複 数 回 答 の た め、企 業 数 重 複 あり

※ 進 出 ・提 携 企 業 数 ：地 域 名 ・都 市 名が 複 数 ある場 合 は １件 として計 上  
（出典：「香川県貿易投資関係企業名簿 2010-2011」（ジェトロ香川）） 



県外観光客の状況 

○  近年、県外観光客は増加傾向にあるが、平成 23 年度は東日本大震災の発生やＥＴＣ

休日特別割引制度廃止の影響などにより対前年比 1.1％の減少となった。（５年連続の

８百万人超。６年ぶりの減少） 

 
                   （出典：「平成 23 年香川県観光客動態調査」（香川県観光振興課）） 

 

                     （出典：「宿泊旅行統計調査(平成 22 年 1～12 月)」（観光庁）） 

 

 

県外観光客入込数の推移（平成２３年） 

(万人) 

252 

 

都道府県別延べ宿泊者数（平成 22 年 1 月～12 月） 

※ 観光客入込数の統計は、観光庁が都道府県相互の比較を可能とするために共通基準を策定（H21．12 月）した

が、これに基づく調査結果を公表している都道府県が 27 団体にとどまるなど、十分な比較ができないことから、ここ

では全都道府県のデータが存在する宿泊統計を使用し、本県の位置を示した。 

なお、本県の観光客入込数については、独自調査による入込数（H22 年：881 万人）と観光庁の共通基準による

入込数（H22 年度：868 万人）に大きな乖離はない。 

 



 

 

香川県内での費目別観光消費金額（平成２３年） 

 

 
                  （出典：「平成 23 年度観光客アンケート調査」（香川県観光振興課）） 

 

 

 

県外観光客１人当りの平均観光消費金額（平成２３年） 

 
 

                  （出典：「平成 23 年度観光客アンケート調査」（香川県観光振興課）） 

 

 

 


